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Ⅰ　はじめに

　本稿では、（Ⅰ）ロシア連邦（通称「現代ロシア」）

における乳幼児（0〜6歳児）とその家族をめぐる

最近の状況を概観したうえで、（Ⅱ）乳幼児期の

子育てに対する行政側からの支援の必要性とその

代表的な政策や施策について論じる。後者のキー

ワードは、偶然にも日本と同じく、待機児童問題

である。

　本テーマに直接に関係する先行研究のうち、日

本語で読めるものはきわめて少なく、拙稿にほぼ

限られている1）。そこで、本稿（Ⅰ）での概観は

拙稿を要約する形で進める。なお、テーマに隣接

する人口問題や家族問題・女性問題、さらに貧困

問題に関する研究に目を向けると、それぞれ論者

こそ限られているものの、信頼度の高いものがある2）。

　他方、ロシア語や英語で書かれた現代ロシアの

保育や子育て支援に関する研究は相当数にのぼ

り、玉石混交の状態にある。その中から良質の研

究成果を拾い出し、それにロシア連邦統計局な

どのデータや独立系新聞の記事などを加えて3）、

（Ⅱ）は論述を進めたい。

　日本や欧米諸国の子育て支援の動向に関心をも

つ読者に、あらかじめ次の点を断っておきたい。

①「家庭の子育てを社会全体で支える官民の取組

み」（『現代用語の基礎知識』）である子育て支援

のうち、「民の取組み」は、1991年末の旧ソ連か

ら現代ロシアへの体制転換から四半世紀近くを経

た今日もなお十分に育っていない。そのため本稿

では「官の取組み」への論及に限定する。②ソ連

期に職場や共同住宅（コムナルカ）、郊外の家（ダ
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ーチャ）などでみられた同僚や近隣の人々の間の

協力・共同・連携の志向は、現代ロシアでは減退

しているようにみえる。その結果、公共圏として

の市民社会が未成熟なままに、個人・家族が国家

と直接に結びついたり、衝突したりしていること

が多い4）。そのため、子育て支援（政）策の評価

に際しても、その権力性が目につきがちである。

「評価や比較をする前によく理解する」ことがロ

シアの場合、特に求められるゆえんである。

Ⅱ　乳幼児とその親をめぐる状況

　本節では、子育て支援の主な対象である乳幼児

とその親、とりわけ母親を取り巻く現状の一端を

素描しよう。その際、やや形式的だが、問題を量

と質の両面に分けて考えたい。そのうえで焦眉の

課題である児童虐待と（社会的）孤児の問題、保

育需要を左右する女性労働と世帯規模について簡単

にふれよう。

　1．乳幼児数と出生率

　量的側面については「一時的な回復がみられる

ものの、全体としては急速に進む少子化傾向」と

して特徴づけられる。ここで取り上げるのは、①

乳幼児数の増減（乳幼児人口の推移と総人口比の

変化）、②それを左右する出生率と乳児死亡率の

変遷、③近年めだつ一人っ子と婚外子の増加傾向

という3点である。

　①ソ連末期の1989年に、現代ロシアの前身であ

るロシア共和国で1,680万人強を数え、総人口の

11％余りを占めていた乳幼児人口は、現代ロシア

で1990年代に4割以上も減少し、2000年には920万

人になり、総人口比も6％強まで低下した。その

後は出生数の増加の影響で乳幼児人口は増大傾向

にあり、2014年には1,200万人に近づき、8％台ま

で回復している。この傾向は今しばらく続くもの

の、その後は再生産年齢（15〜44歳）人口が減る

のに伴い、再び減少・低下に転じると推計されて

いる。実際、出生数は2012年に190万2,084人とな

り、1990年以来の大台に乗ったが、翌年には189

万5,822人に微減している。そのため、2014年の

乳幼児人口で最多は1歳児で、これに0歳児、2歳児、

3歳児の順で続く（表1参照）。

　なお、同年の総人口比に男女児の間で1.6ポイ

ントの開きがあるのは、女性人口が男性人口より

1,057万人も多いためである。これには、第二次

世界大戦期における旧ソ連の死者数が2,661万人

にのぼり、その75％を男性が占めていた5）こと

表1 1989～2014年の年齢別・性別の乳幼児人口（万人）

年 1989 1995 2000 2005 2010 2014 （男児） （女児）
0歳 232.7 137.4 126.7 144.4 164.2 188.3 96.7 91.6
1歳 245.6 143.7 122.4 148.4 167.6 188.7 97.0 91.7
2歳 247.3 141.1 128.8 145.8 166.0 178.5 91.7 86.8
3歳 237.0 162.4 126.7 137.2 153.8 166.1 85.2 80.9
4歳 240.7 181.2 132.0 127.9 145.3 168.2 86.3 81.9
5歳 246.4 202.2 138.6 127.0 147.0 153.2 78.4 74.8
6歳 231.8 217.4 144.5 124.9 146.3 153.2 78.4 74.8
0-6歳 1,681.4 1,185.4 919.7 955.6 1090.2 1196.4 613.8 582.6
総人口比（％） 11.4 8.0 6.3 6.7 7.6 8.3 9.2 7.6

注：1995〜2005年と2014年は年頭の、1989年と2010年は国勢調査時点（それぞれ1月12日、10月14日）の値／2014年
の5歳児数と6歳児数は5-9歳児数の各2割と概算／四捨五入の関係で1989年・2014年の各歳児数の計が0-6歳児数と
一致しない。以下、同様な箇所がある。

出典：ロシア連邦統計局『ロシアの子ども（Deti v Rossii）』（2009年）10ページ;同『ロシア人口年報（Demograficheskii 
ezhegodnik Rossii）』2014年版、表1-5;『週刊デモスコープ』第635-636号（2015年3月23日-4月5日）。
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による性比の不均衡（2014年に86.3）がいまだに

改善されていないという経緯や、出生時平均余命

が男性では女性よりかなり短いこと（2013年にそ

れぞれ65.1歳、76.3歳）などが関係している。

　②1980年代中頃に高水準にあった出生率が1990

年代に急激に低下する一方、死亡率が大幅に上昇

した。そのため、戦時ではなく平時に自然増加率

がマイナスに転じるという、主要国では長くみら

れなかった現象が生まれた。「ロシアの十字架（ク

ロス）」と呼ばれるこの現象は、よく指摘される

体制転換の否定的な影響によるだけでなく、人口

ピラミッドの特徴によっても説明される6）。すな

わち、再生産年齢人口が1990年代から2000年代初

頭にかけて増加し7）、2000年代以降のベビーブー

ム到来の基盤となったのである。その結果、2000

年代になると、出生率は回復し始めたものの、死

亡率は高水準のままで、ようやく2013年にわずか

な自然増加を記録している（表2参照）。

　合計出生率は1999年に1.16で底を打ったあと上

昇に転じ、2008年に1.50と緩少子化水準にまで回

復し、2013年には1.71に達している。特に農村部

では2011年に2.06と置換水準に近づいたあとも上

昇を続けている。なお、2013年の純再生産率は

0.81（都市部0.74、農村部1.07）である。

　他方、乳児死亡率は1990年の17.4‰でソ連期の

最小となったあと上昇に転じ、1993年の19.9‰で

ピークを迎えた。その後、再び低下し始め、2007

年に初めて10‰を切り、2011年には7.4‰に至っ

た。2013年の値は8.2‰なので、改善傾向はやや

足踏みしている。

　乳児死亡率の高低を3段階に分けて地域別にみ

てみると、「東高西低」「南高北低」――モスクワ

やペテルブルクに代表される（大）都市が集まる

北西部で低く、農村部の多い南部や東部で高いと

いう傾向を確認できる（2013年の値は都市部7.7

‰、農村部9.4‰）。

　③2010年の国勢調査結果から18歳未満の子ども

数別の世帯数（単独世帯を除く）の割合をみると、

0人が50％（1989年の国勢調査結果で39％→2002

年のそれで48％）、1人が34％（同じく30％→34％）、

2人が14％（24％→15％）、3人以上が3％（7％→3

％）であった。このように、複数から成る世帯の

半数に子どもがおらず、いる場合でも一人っ子が

増えている。また、2009年の「家族と出生率」に

関する調査結果によれば8）、子ども数別の再生産

年齢人口の割合は0人が9％、1人が58％、2人が28

％、3人以上が5％となり、複数の子どもを抱える

女性は3人のうち1人に過ぎない。現代ロシアの親

世代が有する子どもに対する価値観や子どもを持

つ動機、さらに家族や家庭の養育力などについて

は種々の論議があるが9）、いっそう立ち入った分

析が今後、必要となるであろう。

表2 1990～2013年の出生と死亡に関する基本指標

年 1990 1995 2000 2005 2010 2013 （都市部） （農村部）
出生率（‰） 13.4 9.3 8.7 10.2 12.5 13.2 12.8 14.5
死亡率（‰） 11.2 15.0 15.3 16.1 14.2 13.0 12.5 14.5
自然増加率（‰） 2.2 -5.7 -6.6 -5.9 -1.7 0.2 0.3 0.0
合計出生率 1.89 1.34 1.20 1.29 1.57 1.71 1.55 2.26
乳児死亡率（‰） 17.4 18.1 15.3 11.0 7.5 8.2 7.7 9.4
周産期死亡率（‰） 17.9 15.8 13.2 10.2 7.4 9.6 9.3 10.5
妊産婦死亡率 47.4 53.3 39.7 25.4 16.2 11.3 - -
婚外子の割合（％） 14.6 21.1 28.0 30.0 28.0 23.0 - -
平均出産年齢（歳） 25.3 24.8 25.8 26.5 27.7 28.0 28.5 26.7

注：妊産婦死亡率は出産数10万あたり。
出典：『ロシア人口年報』2014年版、表2-1、2-6、4-5、5-7、6-9.
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　全出生数に占める婚外子出生数の割合は、1995

年の21％から2000年の28％、2005年の30％に上昇

したあと、2013年に23％まで低下した。また、18

歳未満の未成年者による出産は減少の傾向にあ

り、その数が全出生数に占める割合は1995年の3

％台後半から2013年の1％強まで低下している10）。

　これらと、後述する離婚の割合の低下とが示唆

しているのは、近代家族を求める傾向が2000年代

以降に成人に達した「プーチン世代」の間で強ま

りつつあるということである11）。

　2．出産をめぐる状況と晩産化

　流産・早産児・低出生体重児・周産期死亡・妊

産婦死亡など、出産に関する指標をみると、1990

年代と2000年代以降で異なる傾向（①②）と同一

のそれ（③④）が認められる。

　①流産（広義の流産）には、それが不可抗力か

ら生ずる自然流産と人為的に実施される人工流産

とがある。さらに後者は、母子保護上の必要性に

もとづいた治療的流産と、夫婦らの都合や事情な

どによる人工妊娠中絶とに分かれる12）。1990年代

のロシアではこれらの総数が出生数の1.7〜2.1倍

におよんだ。これはこの間に約2,000万〜3,000万

人の出生可能性が失われたことを意味する。また、

広義の流産の8割以上を人工流産が占めていたの

で、出生可能性の喪失は夫婦や医師らによる何ら

かの選択の結果であるともいえる。2000年代にな

ると、広義の流産、人工流産ともにその数は減り

続け、2007年には出生数を初めて下回り、2013年

には出生数の54％にまで低下した。これが結果と

して出生数の増加に繋がっている。

　②早産児や低出生体重児が増加した。出生児

100人に対する早産児の割合は1993年から6％を超

え、1999年に6.30％に達した。低出生体重児に関

する同じ割合も1990年代を通して上昇し、やはり

1999年に6.38％でピークを迎えた。2000年代にな

ると早産児と低出生体重児は減少し、出生児に対

する早産児の割合は2000年に6％を下回ったあと5

％台にある。低出生体重児の割合も2002年に6％

台を切った。他方、巨大児の増加が目立ち始めて

いる13）。

　③周産期死亡率は1990年の17.9‰（死産率9.1‰、

早期新生児死亡率8.9‰）から1999年の14.2‰（そ

れぞれ7.2‰。7.0‰）に低下した。その後もこの

値は下がり続け、2011年には7.2‰（4.5‰、2.7‰）

まで改善されたが、2013年には9.6‰（6.4‰、3.3‰）

に逆転している。前述の乳児死亡率の足踏み状態

と合わせると、現代ロシアにおける公衆衛生の当

面の限界がこの辺りにあるのかもしれない。

　④他方、妊産婦死亡率は1995年の53.3を頂点に、

1990年代を通して40台半ば以上の水準にあった。

その後は2008年に20.7、2013年に11.3まで着実に

低下している。

　これらの傾向の背景にある晩産化と晩婚化につ

いて見ておこう14）。主要国に比べて勢いが弱い

とはいえ、現代ロシアでも晩産化は進んでいる。

平均出産年齢は1985年の25.9歳から1994年の24.6

歳に一時的に下がったあと上昇に転じ、2001年に

1985年の水準に戻った。その後もさらに上がり、

2007年には27歳、2013年には28歳に達している。

都市部・農村部別に値をみると、1980年代中頃ま

では都市部のほうが低かったが、その後は逆転し、

双方の開きはしだいに拡大してきており、2004年

には都市部で26.7歳、農村部で25.7歳、2013年に

はそれぞれ28.5歳、26.7歳となっている15）。

　他方、平均初婚年齢は1980年代〜1990年代中頃

に男性で24歳前後、女性で22歳前後という状況が

続いた（1995年にそれぞれ24.2歳、22.0歳）。だ

が、その後は上昇し、2011年には27.4歳と25.0歳

に達している。再婚も含めた平均婚姻年齢は1995

〜2011年の間に男性で26.6歳から29.7歳に、女性

で24.6歳から27.2歳に上昇している16）。

　ソ連期に特徴的だった早婚（と皆婚）のロシア

社会が少しずつその姿を変えつつある。
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　3．児童虐待と孤児

　孤児の受け入れ施設における虐待が1980年代後

半のペレストロイカ期に明らかになってから四半

世紀余りが経つ。その間に、施設だけでなく家庭

でも虐待問題が存在することを認め、その対策が

必要だとする合意がロシア社会に生まれつつある。

　実際に児童虐待の様相は深刻で、親による被虐

待児は年間200万人にのぼり、死亡にいたるケー

スもあるし、自殺する子どもも2,000人を数える。

子どもが受けた性的虐待の約40％は親族によるも

のである17）。

　こうした事情から親権を剥奪されたり制限され

たりする親もいる。法務省と最高裁法務局の統計

によれば、そうした親は1998年の3万1,790人から

2000年の4万2,917人（その下にいた子どもは5万

3,073人）、2010年の6万5,585人（同じく7万7,416人）

へと増加傾向にあり、1993〜2010年の総計は百数

十万人にのぼる。また、複数の専門家の調査によ

れば、物的困難などの理由で養育に適さない家庭

は子どもを抱える全家庭の30％におよぶ18）。

　このように、親がいても育てられなかったり、

養育すべきでないとされたりした子どもは社会的

孤児と呼ばれる。彼らと、実際に親のいない孤児

との合計は2000年の66.8万人から2007年の72.7万

人に増え、その後は微減傾向にある。ただ、彼ら

が子ども総数に占める割合は、後者の減少を反映

して、同じ期間に1.9％から2.7％に上昇し、2009

年には2.8％である19）。

　これらの状況が生まれる要因として、ある論者

は2000年代中頃に次の問題を指摘した20）。①親

の低賃金と過重労働（2つ以上の仕事をもつ親が

3割）、②親の失業・貧困・アルコール中毒・薬物

中毒、家庭内での不断の精神的緊張、それらの結

果としての暴力、③寛容性を失い、部分的に有償

化された中等教育からの生徒の脱落（中途退学）、

④体制転換に伴う社会規範・価値観の崩壊などの

影響による子どもの飲酒・薬物使用・犯罪などの

反社会的行動21）。

　4．女性労働と世帯規模

　本節の最後に、保育需要を左右する女性労働と

世帯規模について瞥見しておこう。

　生産年齢（ロシアでは16〜54歳）の女性人口の

うち4分の3ほどが実際に就業していたり、失業者

として登録されたりしているという状況は、2008

年のリーマン・ショックを挟んで、ここ10数年間

ほとんど変わっていない（女性労働力率は2000年

に75.5％、2012年に76.5％）。労働力人口に占める

女性の割合も依然として高い（それぞれ48.4％、

48.9％）22）。

　国勢調査結果から総人口を世帯数で除した単純

な平均世帯規模を算出すると、2002年には2.71人、

2010年には2.58人となる。また、単独世帯を除い

た世帯の平均規模はそれぞれ3.20人、3.13人であ

る23）。ともに縮小の傾向が続いている。

　婚姻数に対する離婚数の割合は2002年に83.7

％、2010年に52.6％であり24）、この間に急落して

いるものの、結婚した夫婦の2組に1組強が離婚す

るという高い水準にあり、それは単親世帯を生む

ことに繋がっている。

Ⅲ　主な子育て支援政策の特徴

　「はじめに」で述べたように、現代ロシアの子

育て支援策では官の取組みがめだつ25）。そこで、

それを現物給付と現金給付に分け、前者では保育

施設と待機児童問題、後者では育児休業（育児休

暇）と「母親手当」に注目して、それぞれの内容

を検討してみよう。

　1．保育施設の現状

　ソ連解体は国民の暮らしに厳しい結果をもたら

し、1990年代は破壊や混乱の側面がめだった。保

育についても同じで、同年代の初めと終わりとで
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施設数は4割、園児数は5割以上も減り、就園率（園

児総数÷1-6歳児人口）は66％から54％に低下し

た（表3参照）。

　2000年代に入ると、こうした減少や低下に歯止

めがかかり始めた。保育施設数は減少し続けてい

るものの、都市部では2005年を底にして、その後

はほぼ同水準で推移している。だが、農村部では

2000年代以降も一貫して減少し、この四半世紀ほ

どの間に57％の施設が閉鎖されている（都市部で

は46％）。

　他方、園児数をみると、2000年から増加に転じ、

2013年までの間に208万人［49％］（都市部で163

万人［48％］、農村部で46万人［53％］）増えてい

る。それでも20年前の園児数676万人には及ばず、

1990年代の減少の大きさを痛感させられる。

　園児増を反映して、就園率は2000年代に回復し

つつある。ソ連期で最高の就園率は1985年の68％

で、それが1998年の54％で最小となり、1970年代

後半の水準まで後退した。その後、上昇に転じ、

2013年には63％と、1991年の水準に回復している。

　2000年代以降に施設数は微減を続け、園児数は

急増しているので、園児の実員を定員で割った充

足率は上昇の傾向にある。1960年代から長く100

を上回っていた定員充足率は、1991年の104を最

後に、下回るようになり、1998年には78まで低下

した（都市部84、農村部60）。それが2007年に再

び100を超え、2008年からは105〜107の間を推移

している。特に都市部では実員が定員を1割ほど

上回る状態が恒常化している。

　現代ロシアの保育制度は教育法（1992年制定、

2012年大幅改正）と保育施設標準規程（1995年制

定、2008年・2012年に大幅改正）にもとづいてい

る26）。その主な特徴は、①生後2か月から7歳未

満の乳幼児を長時間、保育する施設を幼稚園とい

う名称で一元化し27）、そこでの保育を普通教育

の一環として位置づける28）、②無料で保育を受

けられる権利（保育権）をすべての乳幼児に保障

する、という点にある。

　このうち②の当面の重点は3歳以上児の全員就

園におかれている。生後3年間の育児休暇が保障

表3 1990～2013年のロシアの保育施設網

年 1990 1995 2000 2005 2010 2013
施設数 87,900 68,600 51,300 46,500 45,100 43,200
　都市部 47,300 37,100 28,600 26,400 26,700 25,700
　農村部 40,600 31,500 22,700 20,100 18,400 17,500
園児数（万人） 901.0 558.4 426.3 453.0 538.8 634.7
　都市部 686.1 435.3 340.9 361.1 428.1 503.7
　農村部 214.9 123.1 85.5 91.9 110.7 131.0
園児数の年齢別構成比（％）
　-1歳半 0.7 0.5 0.8 0.7 - -
　-3歳 21.1 15.5 17.7 19.9 16.6 15.0
　-6歳 78.4 84.0 81.5 79.4 83.4 85.0
就園率（％） 66.3 54.3 55.0 56.7 59.2 63.0
　都市部 71 62 64 65 66.5 70.3
　農村部 58 39 35 39 41.5 44.9
定員充足率（％） 108 83 81 95 107 105
　都市部 113 89 88 102 113 108
　農村部 94 68 62 75 90 93
待機児童数（万人） 29.5 23.8 96.6 214.5 271.8

注：園児の年齢別構成比のうち2010年以降の「-3歳」は2005年以前の「-1歳半」を含む。
出典：『ロシアの子ども』57ページ;ロシア連邦統計局『ロシア統計年報（Rossiiskii statisticheskii ezhegodnik）』『ロシ

ア社会生活年報（Sotsial'noe polozhenie i uroven' zhizni naseleniia Rossii）』各年版。
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されていることもあり、園児の8割以上は3歳以上

児で、未満児が占める割合は低下傾向にあるから

である29）。すべての3歳以上児が保育を受けられ

るようにすることで、子育ての不安をできるだけ

少なくし、出生率を引き上げる政策といえる。

　またこれには別の理由もある。ロシアは2003年、

ボローニャ宣言にもとづく欧州高等教育圏に加盟

し30）、4-5-2制から成る現行の初等・中等教育を

12年間に延ばし、その全期間を義務教育にするこ

とを模索中である。他方、18歳以上の男性を対象

にした1年間の徴兵制があり、この年齢までに12

年間の義務教育を実施するには、保育施設の就学

準備組を普通教育に組み込む必要がある。そのた

め保育の質を普通教育にふさわしい水準に保ち、

それを誰もが無料で利用できる政策が追求されて

いる。

　2．待機児童問題

　全員就園との関係で近年、保育関係者の間だけ

でなく、社会的にも大きな問題となっているの

が、保育施設への入園を希望しても入れない乳幼

児、すなわち待機児童の大量の存在である。表3

にあるように、その数は年ごとに増え、2013年に

は270万人を越え、保育施設に入るべき乳幼児の

うち3割ほどが入園できない状態にある。

　連邦構成主体（日本の県に相当）別にみて待機

児童数が2013年に特に多いのは、モスクワ市を除

くモスクワ州（19.7万人）、南部のロストフ州（8

万人）・ボルゴグラード州（5.3万人）、北コーカ

サス地方のクラスノダル管区（11.4万人）・ダゲ

スタン共和国（5.3万人）・スタブロポリ管区（5

万人）、中央部のボロネジ州（4.2万人）・ベルゴ

ロド州（3.4万人）などである。大都市のモスク

ワ市は3,000人、ペテルブルク市は8,200人と相対

的に少ない31）。

　2012年5月に再び大統領となったプーチンは直

ちに、2016年までに待機児童を解消するよう、担

当閣僚に指示した32）。これは待機児童問題の解決

を求める国民の声に応えるためである。こうした

要求は切実で、たとえば2011年1月には、この問

題を2013年4月までに解決することを求めて、全

国20地域の68名の関係者が3日間のハンガー・ス

トライキを始めた。彼らが同時に望んだのは、園

児の詰め込み状態の解消と古くなった施設・設備

の補修・更新のために、政府と連邦構成主体の保

育予算を増額することであった33）。

　だが、前述のように、待機児童はその後も解消

するどころか、逆に増え続けている。2015年2月

には文部科学大臣が教育の緊急課題のひとつとし

て待機児童問題にふれ、前年来の経済危機の影響

で政府予算の緊縮が必至のなか、3歳以上児の全

員就園を実現するために今後2年間で78万人分の

定員枠を拡大すると言明した34）。

　全員就園が喫緊の課題であることは、2014年10

月にも文科大臣が、冬季オリンピックの開催地ソ

チで開かれた第2回全ロシア保育者大会における

挨拶のなかで強調している。この大会では保育

政策の主要な成果として次の3点が確認されてい

る。①2013年度に「地域保育システムの現代化」

枠として政府から連邦構成主体に500億ルーブル

（1,473億円）を補助した結果、40万人分の園児

定員枠が増えた。②保育施設などに入園している

3歳以上児は511万人になり、その総数の92.5％に

達した。③普通教育の第一段階としての保育とい

う位置づけに見合うべく、保育に関する国家スタ

ンダードを2013年10月に承認し、基礎的な保育プ

ログラム（カリキュラム）の構造などを調整し、

保育を受ける機会の平等化を図ることにした35）。

　①と②に示されている量的な達成を優先する政

策は、保育施設における園児の定員超過を生んだ

り、日本の保育ママ制度に似た家庭型保育グルー

プや、3歳未満児を受け入れて、その世話と保護

だけを行なう託児グループといった簡易な施設を

認めたりすることに繋がっている36）。それらがも
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たらす保育の質的低下を軽減するため、③の国家

スタンダードが導入され、一定以上の質をもった

保育（というよりも幼児教育）をすべての3歳以

上児に保障する政策の実現を図ろうとしている。

　3．育児休暇と母親手当

　①旧ソ連で1年間の育児休暇が母親に保障され

たのは1968年であった。1981年には、就業中だけ

でなく就学中の場合にも育児休暇を取得でき、1

年間は一部有給、その後の半年間は無給となり、

ペレストロイカ期には期間が3年間に延長された。

その結果、1980年代に育児休暇の取得者が増大

し、それに出産一時金の導入と未婚の母に対する

手当の増額が加わり、出生率の上昇をもたらした。

1989年には母親以外の家族構成員が育児休暇を取

ることもできるようになった37）。

　現代ロシアになり、プーチンが以前に大統領

であった2006年の年次教書演説を契機にして38）、

育児休暇の有給期間は翌年から1年半に延長され

た。対象は第1子と第2子で、休暇中は平均給与の

4割（上限6,000ルーブル）が保障され、その間も

勤務年数に換算され、年金支払期間とみなされる

ようになった。それが2014年から第3子にも拡大

され、引き続き父母・祖父母が取得できるとされ

た。ただ、この拡大には4億7,000万ルーブル（14.6

億円）の予算が必要であり、同年に生じた経済危

機の影響が懸念されている39）。

　②上記の演説をきっかけに2007年から始まり、

2016年まで続く予定の「母親（家族）資本」とよ

ばれる手当がある。これは、2007年以降に第2子

以降を出産したり養子にしたりした母親と、2人

以上の子どもの養親となった父親に対して連邦年

金基金から支払われるものである。受け取れるの

は第2子以降が3歳になった1回だけだが、その金

額25万ルーブル（118万円）は当時の平均年収の2

倍近くという大きさで、その後も物価上昇分を反

映するとされた。

　ただ、手当の使途は子どもの教育費用と国内で

の住宅購入、母親の労働年金の納付に限定されて

いた40）。しかも、前二者を選択すると、手当は

母親を経由せず、教育機関や住宅販売会社に直接

に支払われた。これは母親による浪費を避けるた

めだと説明されたが、当の母親からは「紙切れ」

にすぎないという不満を招いた。そこで2009年か

らは一部が現金で支給されることになった41）。

　手当の受給資格証明書が発行された母親（家族）

数は、2007年の31万人から2009年の94万人に急増

したあと、70万人台で推移している。2013年につ

いてみれば、その数は78.6万人で、申請と審査を

経て、実際に受給できたのは89％に当たる70.0万

人である。使途別人数の割合は住宅購入91.3％、

教育費用8.7％、労働年金納付0.1％と、最前者に

集中している42）。

　③最後に、子育て支援に関する条文をもつ「保

育の基礎普通教育プログラム」にふれたい。前項

で述べたように、現代ロシアの保育は普通教育の

第一段階に位置づけられ、幼児教育としての性格

を強めつつある。それに必要な一定の基準を明確

にし、それを踏まえた多様な保育プログラムを認

めるため、2010年から文科省で検討され始めたの

が保育の基礎普通教育プログラムである。

　その結果は2013年8月の文科省令「保育の基礎

普通教育プログラムにもとづく教育活動の組織・

実施に関する規則」で示された43）。その第3条は

施設保育と家庭養育の両形態を乳幼児とその親に

認めている。また第15条は、家庭養育を選んだ親

には乳幼児の養育方法に関する助言、心理学・教

育学上の知見、診断・相談に役立つ支援を保育施

設と普通教育機関（適切な相談センター）におい

て無料で受けることができると規定している。

　これは、先に紹介した教育法と保育施設標準規

程にもとづく保育制度が、「乳幼児を育てる親の

養育権と家庭での養育を重視する」「保育施設と

自治体は家庭養育を支援する」という原則に立っ
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ていることを反映している44）。

Ⅳ　おわりに

　本稿で明らかになった点をまとめると次のよう

になる。

　①1990年代に再生産年齢人口増加の波を迎えた

ロシアでは2000年代以降、出生率が上昇し、乳児

死亡率が低下し、流産と人工妊娠中絶の件数が減

った結果、乳幼児人口は2014年に1,200万人台に

まで回復している。周産期死亡率・妊産婦死亡率

の低下、晩産化の進行、児童虐待と社会的孤児の

増加といった主要国と共通の傾向もみられる。乳

幼児数の増加に加えて、高い女性労働力率と離婚

の割合、世帯規模の縮小が保育需要の高まりと子

育て支援の必要性を招いている。

　②1990年代に保育施設網は半分程度になり、就

園率も66％から54％まで低下した。そこに2000年

代以降のベビーブームが到来したので、園児の実

員が定員を超過したり、簡易な施設を認めたりす

ることになった。他方、2000年代後半から政府は、

人口減少問題への対応と初等・中等教育制度改革

の一環として、無料で保育を受けられる権利をす

べての乳幼児、当面は3歳以上児に保障すること

を政策として追及し始めた。これらが複合的に作

用した結果、2013年に270万人を越える待機児童

が生まれている。

　③人口減少問題への同様な対策として、2006年

のプーチン大統領による年次教書演説を契機に、

育児休暇の延長と有給比率の向上、第2子以降を

対象にした母親手当の新設などの子育て支援策が

打ち出された。この経過からわかるように、現代

ロシアにおける子育て支援に関する官の取組みに

はプーチン体制の継続に役立つという背景があ

る。そうした子育て支援策は善政主義の一部であ

り、欧米型民主主義の定着を妨げる代償としての

意味をも有する45）。そのため、2014年からの経

済状況の悪化がこうした子育て支援策にどのよう

に影響するのか、それがプーチン体制と国民の新

たな関係にどう結びつくか、という点は現時点で不

明である46）。

　今しばらく現代ロシアの乳幼児と親をめぐる状

況や子育て支援の動向から目が離せない。

追記：本稿は科学研究費基盤研究（C）課題番号

26350950の成果である。
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